
第４回 嬉野市下水道審議会

令和８年８月２７日（木）



①第３回下水道審議会のふりかえり
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嬉野市収支計画（令和9年度～令和13年度）



必要な使用料収入を確保しつつ、利用者負担の現実性を踏まえた料金体系への見直しを検討

1 必要な使用料収入 2 現実的な目標設定 3 料金体系の見直し

約108,000千円
必要な使用料収入

現行料金の約2倍
大幅な負担増となる

約86,000千円
確保する使用料収入の目標

経費回収率 80％
を目標とする

人槽体系への
見直しを検討

浄化槽運営の実態を踏まえる

使用水量ベース
→  人槽ベース

経費回収率80％を目標とし、現行の使用水量体系から人槽体系への見直しを検討

浄化槽使用料算定の考え方

※金額は年間です
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（参考）浄化槽維持管理基数
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（参考）浄化槽人槽別排水量

4



②浄化槽使用料金改定案
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基本使用料0㎥ 1,000 5人槽 5,700 5人槽 5,000 5人槽 5,400

1㎥～10㎥ 100 6～7人槽 6,200 6～7人槽 5,500 6～7人槽 5,900

11㎥～20㎥ 140 8～10人槽 6,900 8～10人槽 8,000 8～10人槽 7,000

21㎥～40㎥ 190 11～15人槽 7,800 11～15人槽 13,000 11～15人槽 10,000

41㎥～ 230 16～20人槽 9,000 16～20人槽 18,000 16～20人槽 13,000

21～24人槽 11,600 21～24人槽 23,000 21～24人槽 17,000

25～30人槽 13,700 25～30人槽 27,000 25～30人槽 21,000

31～40人槽 15,300 31～40人槽 31,000 31～40人槽 24,000

41～50人槽 17,400 41～50人槽 35,000 41～50人槽 27,000

（注）税抜き、ひと月当たり

20㎥使用料 3,400 5人槽 5,700 5人槽 5,000 5人槽 5,400

料金収入（千円） 44,900 料金収入（千円） 86,558 料金収入（千円） 86,550 料金収入（千円） 86,662

増収率 増収額 92.78% 41,658 92.76% 41,650 93.01% 41,762

改定案③

一般世帯の負担軽減 バランス型

現行

設定条件 均等改定

改定案① 改定案②

現行 改定案① 改定案② 改定案③



【料金負担の比較】

現行 改定案① 改定案② 改定案③

【経費回収率の改善効果】

③経費回収率の改善効果

使用者層 現行 改定案① 改定案② 改定案③

5人槽・20㎥ 3,400円
5,700円

+2,300円（+68%）

5,000円
+1,600円（+47%）

5,400円
+2,000円（+59%）

7人槽・20㎥ 3,400円
6,200円

+2,800円（+82%）

5,500円
+2,100円（+62%）

5,900円
+2,500円（+73%）

15人槽・40㎥ 7,200円
7,800円

+600円（+8%）

13,000円
+5,800円（+80%）

10,000円
+ 2,800円（+39%）

50人槽・100㎥ 21,000円
17,400円

−3,600円（-17%）

35,000円
+14,000円（+66%）

27,000円
+6,000円（+29%）

いずれの料金体系でも使用料収入
年間約86,500千円を確保

経費回収率80％の目標達成

（注）税抜・ひと月あたり
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（参考）人槽体系使用料 （維持管理費との比較）
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個人設置浄化槽

維持管理費
年額 月額

市営浄化槽

維持管理費
年額 月額

5人槽 50,000 4,167 5人槽 74,400 6,200

7人槽 60,000 5,000 7人槽 84,000 7,000

10人槽 75,000 6,250 10人槽 105,600 8,800

15人槽 99,000 8,250 15人槽 126,000 10,500

20人槽 119,000 9,917 20人槽 147,600 12,300

24人槽 147,000 12,250 24人槽 170,400 14,200

30人槽 165,000 13,750 30人槽 210,000 17,500

40人槽 204,320 17,027 40人槽 266,400 22,200

50人槽 243,710 20,309 50人槽 315,600 26,300



（参考）人槽体系使用料 （他市比較）
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5人槽 2,380 5人槽 1,650＋人数1人あたり550 5人槽 4,000

6～7人槽 2,857 6～7人槽 2,200＋人数1人あたり550 6～7人槽 4,380

8～10人槽 3,810 8～10人槽 2,750＋人数1人あたり550 8～10人槽 5,040

11～15人槽 7,810 11～15人槽 8,250 12人槽 11,800

16～20人槽 8,952 16～20人槽 11,000 14人槽 12,380

21～25人槽 11,618 21～25人槽 13,750 16人槽 14,090

26～30人槽 13,523 26～30人槽 16,500 18人槽 14,570

31～35人槽 15,047 36～40人槽 22,000 21人槽 15,230

36～40人槽 16,571 46～50人槽 27,500 23人槽 16,190

41～45人槽 18,095 25人槽 16,950

46～50人槽 19,618 28人槽 17,900

30人槽 18,660

33人槽 20,950

35人槽 22,570

40人槽 23,140

45人槽 25,710

50人槽 27,610

佐賀市 神埼市 久留米市



使用料で80％を負担し、残る20％については公費負担を要望する

使用料負担

使用料負担

経費回収率

80％
使用料収入

約86,500千円

公費負担

使用料不足の
20％

公費による負担を
財政へ要望

使用料で賄えない部分を公費で補う

今後の課題

浄化槽整備の継続
↓

管理基数・維持管理費が増加
↓

公費負担の増加につながる

公費負担や利用者負担の増加の抑制のために浄化槽事業のあり方を検討する必要がある

④今後の経費負担の考え方
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市が管理する浄化槽の増加を抑制し、将来的な維持管理費・公費負担の増加を抑える

① 整備計画の見直し

市町村設置型から
個人設置浄化槽へ切替

② 帰属浄化槽受入れの廃止

新たな市管理浄化槽の
増加を抑制

③ 個人浄化槽への無償譲渡

市管理から個人管理へ
移行

これらにより

維持管理費・公費負担の
増加を抑制

将来的な使用者負担の
軽減

⑤将来的な負担を抑制するために市が管理する
浄化槽の管理基数を適正化

【第2回審議会における、審議保留事項】
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